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《用語説明》

・標準財政規模
地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等
に普通交付税を加算した額である。

・臨時財政対策債
地方財源の不足に対処するため、各地方公共団体において発行することとされた地方財政法第５条の特例とな

る地方債のことである。臨時財政対策債の元利償還金相当額については、その全額を後年度の地方交付税に
算入することとされている。

・合併特例事業債
合併市町村のまちづくりのための建設事業等に対する財政措置であり、合併年度及びこれに続く１０か年度は
市町村建設計画に基づく特に必要な事業の経費に充当可能（９５％（地方公営企業（上下水道・病院事業に対す
る一般会計からの出資・補助）に係るものは１００％））。元利償還金の７０％を普通交付税で措置される地方債。

・経常収支比率
地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、人件費、扶助
費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当されたものが占める割合。
割合が高いほど、財政構造の硬直化が進んでいるとされる。

　　　　　　　　　　　人件費、扶助費、公債費等に充当した一般財源等
 経常収支比率＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×１００
　　　　　　　　　　　　　経常一般財源等（地方税＋普通交付税等）
　　　　　　　　　　　　　　　　＋減収補てん債特例分＋臨時財政対策債
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平成２０年度普通会計決算の概況＜１＞

概 要

○ 平成２０年度の決算規模は前年度に比べて歳入、歳出ともに減少しましたが、地方税
及び交付税等の増加により、一般財源は増加しました。

○ 決算規模が減少する中、人件費は行財政改革により、減少していますが、扶助費は
増加しており、その占める割合が年々増加しています。

○ 財政調整基金・減債基金は、積立額が減少したものの、それ以上に取崩額が減少し
ため、合計現在高は前年度と比較して増加しました。

○ 地方債現在高は事業の減により発行額が減少しているため、減少傾向にあります。

総 括

扶助費等の社会保障費が増加する中で、投資的経費の抑制により地方債残高が減少、
人件費削減等の取組みも継続され、財政状況はおおむね改善傾向にあります。しかし、
今後、景気低迷による歳入減が危惧され、さらに効率的な財政運営が求められます。

P．３



平成２０年度普通会計決算の概況＜２＞

決算規模－歳入・歳出ともに減少するも収支は改善－

《歳入総額》 ４，２８５億 ３百万円 （対前年度 ▲０．３％、▲ １４億８６百万円）

《歳出総額》 ４，１７０億４６百万円 （対前年度 ▲１．３％、▲５４億５２百万円）

《実質収支》 ７９億５３百万円（対前年度 ３５．３％増、２０億７５百万円）

※ 赤字団体は湯浅町のみ ▲１億４４百万円（３年連続赤字）

《実質単年度収支》 ４３億７６百万円（対前年度 ２，７７８．９％増、４２億２４百万円）

※ １０団体が赤字（前年度は１９団体）

※各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合がある。

《決算の規模及び収支》

平成20年度 平成19年度 増減額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 428,503 429,989 ▲ 1,486 ▲ 0.3

歳 出 総 額 Ｂ 417,046 422,498 ▲ 5,452 ▲ 1.3
形 式 収 支 （Ａ－Ｂ） Ｃ 11,457 7,491 3,966 52.9
翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ 3,504 1,613 1,891 117.2
実 質 収 支 （Ｃ－Ｄ） Ｅ 7,953 5,878 2,075 35.3
単 年 度 収 支 Ｆ 2,066 ▲ 2,237 4,303 192.4

積　立　金 Ｇ 5,149 6,108 ▲ 959 ▲ 15.7
繰 上 償 還 金 Ｈ 926 1,496 ▲ 570 ▲ 38.1
積 立 金 取 崩 額 Ｉ 3,766 5,215 ▲ 1,449 ▲ 27.8

実 質 単 年 度 収 支 （Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ） Ｊ 4,376 152 4,224 2,778.9

（単位：百万円、％）

(実質収支－前年度実質収支)

区　分
決算額 対前年度比較

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

（年度）

（億円）
歳入

歳出

歳入 4,945 5,008 4,799 4,746 4,725 4,482 4,409 4,388 4,197 4,300 4,285 

歳出 4,766 4,871 4,643 4,612 4,610 4,366 4,338 4,294 4,098 4,225 4,170 

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

《決算規模の推移》
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平成２０年度普通会計決算の概況＜３＞

歳 入 －地方税、地方交付税等の増加により、一般財源が増加－

《歳入の主な増減要因》

○地方交付税 （ ５．６％、 ６１億１百万円）－地方再生対策費創設等による普通交付税の増
○地方税 （ ３．３％、 ４４億７百万円）－市町村民税（法人税割）、固定資産税（家屋）の増
○国庫支出金 （ ２．８％、 １１億６０百万円）－生活保護費負担金、児童手当交付金の増
○地方特例交付金等 （ ８６．７％、 ７億５６百万円）－住宅ローン減税に伴う減収補てん特例交付金等の増
○繰入金 （▲３６．５％、 ▲５６億１０百万円）－地方税、地方交付税等の増により、基金繰入金が減少
○地方債 （ ▲８．１％、 ▲３９億９０百万円）－合併特例事業債、退職手当債の発行が減少

※ （ ）内は対前年度増減率及び増減額

《歳入の内訳》
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（単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率
428,503 100.0 429,989 100.0 ▲ 1,486 ▲ 0.3 1.5
279,125 65.1 269,785 62.7 9,340 3.5 0.5
136,174 31.8 131,767 30.6 4,407 3.3 0.4

う ち 市 町 村 民 税 58,113 13.6 55,665 12.9 2,448 4.4 ▲ 1.1
う ち 固 定 資 産 税 60,173 14.0 59,391 13.8 782 1.3 1.7

4,238 1.0 4,375 1.0 ▲ 137 ▲ 3.1 ▲ 3.8
11,799 2.8 13,331 3.1 ▲ 1,532 ▲ 11.5 ▲ 11.1
1,628 0.4 872 0.2 756 86.7 84.2

114,857 26.8 108,756 25.3 6,101 5.6 3.7
10,429 2.4 10,684 2.5 ▲ 255 ▲ 2.4 ▲ 5.3

149,378 34.9 160,204 37.3 ▲ 10,826 ▲ 6.8 3.2
43,194 10.1 42,034 9.8 1,160 2.8 14.3
25,281 5.9 25,463 5.9 ▲ 182 ▲ 0.7 ▲ 0.3
9,778 2.3 15,388 3.6 ▲ 5,610 ▲ 36.5 ▲ 9.0

34,542 8.1 38,277 8.9 ▲ 3,735 ▲ 9.8 2.9
36,583 8.5 39,042 9.1 ▲ 2,459 ▲ 6.3 ▲ 1.2

全国市町村
対前年度増減率

区　　　分
対前年度比較

一
般
財
源

特
定
財
源

歳  入  総  額

平成20年度 平成19年度

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
繰 入 金
地 方 債 （ 臨 財 債 除 く ）
そ の 他

地 方 税

地 方 譲 与 税
各 種 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
臨 時 財 政 対 策 債

※各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合がある。

《歳入構成比の推移》
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平成２０年度普通会計決算の概況＜４＞

地方税 －徴収率は１．３ポイント上昇し、９０％を超える－

《市町村税》

○決算額 １，３６１億７４百万円（対前年度 ３．３％、４４億７百万円）
○調定額 １，５０３億３４百万円（対前年度 １．９％、２８億４０百万円）
○徴収率 ９０．６％（⑲年度 ８９．３％）、全国平均（⑲年度） ９３．７％

※ 市町村が策定した徴収計画の着実な実施及び和歌山地方税回収機構の効果等もあり、徴収率
は１．３ポイント上昇し、１０年ぶりに９０％台を回復しましたが、自主財源確保のため、さらなる徴
収対策の強化が必要です。

《徴　収　率　の　推　移》
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平成２０年度普通会計決算の概況＜５＞

歳 出 －人件費、普通建設事業費が減少する中、扶助費の増加が続く－

《歳出の主な増減要因》

○人件費 （▲５．７％、▲５１億１９百万円）－定員削減による職員数の減
参考・・・退職金を除く人件費（▲４．４％、▲３４億７２百万円）

○普通建設事業費（ ▲４．５％、▲２７億６３百万円）－学校等の耐震化事業の一部終了や大型事業終了に伴う減

○公債費 （ ▲３．６％、▲２２億３７百万円）－地方債残高の減少に伴う減

○補助費等 （ １２．０％、 ４０億３８百万円）－病院事業会計への繰出、一部事務組合への負担金の増
○繰出金 （ ４．８％、 ２２億１３百万円）－後期高齢者医療事業の施行等に伴う繰出の増
○扶助費 （ ２．６％、 １５億１７百万円）－生活保護費、障害者自立支援法に基づく給付費等の増

（ ）内は対前年度増減率及び増減額

《歳出の内訳》
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　　　　　(13.8％) (14.1％)

そ
の
他
経
費

そ
の
他

経
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《歳出構成比の推移》
（単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率
417,046 100.0 422,498 100.0 ▲ 5,452 ▲ 1.3 0.4
205,165 49.2 211,004 49.9 ▲ 5,839 ▲ 2.8 0.1
84,946 20.4 90,065 21.3 ▲ 5,119 ▲ 5.7 ▲ 2.7

　　うち職員給 58,382 14.0 61,717 14.6 ▲ 3,335 ▲ 5.4 -
　　うち退職金 10,002 2.4 11,648 2.8 ▲ 1,646 ▲ 14.1 -

59,623 14.3 58,106 13.8 1,517 2.6 3.7
60,596 14.5 62,833 14.9 ▲ 2,237 ▲ 3.6 0.0

58,712 14.1 62,222 14.7 ▲ 3,510 ▲ 5.6 ▲ 2.6

58,111 13.9 60,874 14.4 ▲ 2,763 ▲ 4.5 ▲ 1.4

　うち補助事業費 22,815 5.5 25,971 6.1 ▲ 3,156 ▲ 12.2 0.5

　うち単独事業費 32,528 7.8 31,435 7.4 1,093 3.5 ▲ 2.0

153,168 36.7 149,274 35.3 3,894 2.6 1.9
46,484 11.1 48,062 11.4 ▲ 1,578 ▲ 3.3 ▲ 1.8
37,640 9.0 33,602 8.0 4,038 12.0 -
10,630 2.5 12,584 3.0 ▲ 1,954 ▲ 15.5 4.5
48,297 11.6 46,084 10.9 2,213 4.8 -
10,117 2.4 8,942 2.1 1,175 13.1 -

全国市町村
対前年度増減率

公 債 費

普 通 建 設 事 業 費

物 件 費そ
の
他
経
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区　　　分
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義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

歳  出  総  額
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※各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合がある。
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平成２０年度普通会計決算の概況＜６＞

地方債現在高－事業の減少により発行額減、残高は減少傾向が続く－

《地方債現在高》

○５，０５６億５７百万円（対前年度 ▲１．２％、 ▲６０億３６百万円）

・発行額 ４４９億７１百万円（対前年度 ▲８．１％、▲３９億９０百万円）
・元金償還額 ５１０億１０百万円（対前年度 ▲３．１％、▲１６億４１百万円）

うち繰上償還分 ９億２６百万円（対前年度 ▲３８．１％、▲５億７０百万円）

○全体の地方債残高が減少する中、臨時財政対策債、合併特例事業債の残高は、それぞれ増加している。
・臨時財政対策債の残高 ９８３億１９百万円（対前年度 ７．２％、 ６５億６３百万円）

・合併特例事業債の残高 ４７７億９８百万円（対前年度 ３１．５％、１１４億５４百万円）
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臨時財政対策債

減税補てん債
辺地・過疎対策事業債

一般単独事業債

合併特例事業債

学校教育施設等整備事業債

公営住宅建設事業債

一般公共事業債

（年度）

《地方債残高構成比の推移》
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平成２０年度普通会計決算の概況＜７＞

財政調整基金・減債基金－合計現在高は、前年度と比較して増加－

《積立金現在高》

○財政調整基金 ３４８億６２百万円（対前年度 ６．４％、 ２０億９３百万円）
○減債基金 ９３億５５百万円（対前年度 ▲５．４％、 ▲５億３６百万円）
○その他特定目的基金 ４５６億５７百万円（対前年度 １．８％、 ７億９９百万円）

※一部の団体では基金枯渇のおそれがあるものの、現在高は増加傾向にある。
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800

1,000

決
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（
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円

）

その他特定目的基金 393 439 452 449 457

財政調整基金＋減債基金 493 399 424 427 442

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

《積　立　金　の　推　移》

1

7 6 4

2 4

11
11 10

12 11 11

18 19 20
(年度)

(

団
体
数

）

３０％以上

１５～３０％未満

１０～１５％未満

５～１０％未満

５％未満
０

１５

３０

《基金（財政調整基金＋減債基金）対標準財政規模比率の団体分布状況》
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《経常収支比率》

○前年度を２．９ポイント下回る９４．３％となった。（市部は９５．１％、町村部は９２．５％）

○分子が人件費、公債費等の義務的経費の減により、０．５％減少するとともに、分母が普通交付税、地方税、
地方特例交付金の増により、２．５％の増となったことによる。

平成２０年度普通会計決算の概況＜８＞

経常収支比率 －改善したが、全国市町村平均よりは硬直的－
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100%以上
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※平成１６年度は合併前のため、団体数は４９団体となっています。

《経 常 収 支 比 率 の 推 移》 《経常収支比率の団体分布状況》
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平成２０年度地方公営企業の決算の概況＜１＞

《事業数》 １５１事業（対前年度０．７％・１事業）で、ほぼ前年度並みで推移

《決算規模》 １，５５７億４８百万円（対前年度▲３．１％・▲４９億２８百万円）

公的資金補償金免除繰上償還分の増加分除きで比較すると、対前年度▲２．１％・▲３２億２７百万円
主な減少要因は、宅地造成事業での地方債償還額の減

《資金不足額》（１７会計／１４９会計中） ２０６億７７百万円（対前年度 ▲１６．４％・▲４０億４４百万円）

下水道事業 （ ２会計／ ４６会計中） １１３億２６百万円（対前年度 ▲４．３％・ ▲５億 ５百万円）
宅地造成事業（ ４会計／ ５会計中） ６１億２５百万円（対前年度 ▲２９．０％・▲２５億 ５百万円）
病院事業 （ 4会計／ １２会計中） １４億３２百万円（対前年度 ▲４１．９％・▲１０億３２百万円）

上記事業で、全体の９１．３％を占める。

《企業債（現在高）》 ３，７３８億４２百万円（対前年度 ▲０．４％・▲１５億１８百万円）

下水道事業 １，８５２億２１百万円（対前年度 ２．１％・ ３７億６３百万円）
水道（含簡水）事業 １，０２９億４０百万円（対前年度 ▲０．７％・ ▲６億８５百万円）
病院事業 ４９９億２７百万円（対前年度 ▲５．８％・ ▲３０億６３百万円）

上記事業で、全体の９０．４％を占める。

《他会計繰入金》 ２２２億３７百万円（対前年度 ８．７％・ １７億８６百万円）

事業別にみると下水道事業４９．４％、病院事業３４．７％で全体の８４．１％を占める。

概 要

P．１２



平成２０年度地方公営企業の決算の概況＜２＞

《病院事業》

・ 有田市 ２６．０％・ ６億１百万円（対前年度 ８．４ポイント減、▲１億５３百万円）

医業収益の増により、資金不足額と比率が減

・ 橋本市 １５．４％・ ８億５百万円（対前年度 ２．３ポイント減、▲６８百万円）

医業収益の増により、資金不足額と比率が減

《下水道事業》

・ 白浜町 ４０５．２％・ ３億９３百万円（対前年度 ５６．９ポイント増、２２百万円）

接続率の低迷等により、料金収入が不足し、資金不足額と比率が増

・ 和歌山市 １９０．４％・１０９億３３百万円（対前年度 ７８．４ポイント減、▲５億２７百万円）

料金改定等による収入の増により、資金不足額と比率が減

《上水道事業》
・ 那智勝浦町 ２９．６％ ・ ９４百万円（対前年度 ０．３ポイント増、▲７百万円）

料金収入の減により、資金不足比率が増

※決算上の資金不足比率

各公営企業会計単位の実質収支の赤字額（資金不足額）の事業規模（営業収益等）に対する割合。
地方財政法における地方債協議制度においても活用されている指標であり、１０％を超えると地方債要許可公営企業に移行する。

主な事業の状況（資金不足比率・資金不足額）

P．１３



平成２０年度地方公営企業の決算の概況＜２－１＞

《宅地造成事業》

・ 田辺市（文里港整備） ８４，６３５．６ ％・ １億３３百万円（対前年度 ⑲は∞、▲１１百万円）

繰入金の増により、資金不足額が減 ※⑲は営業収益０のため資金不足比率が∞（無限大）

・ 上富田町 ９６０．２％・ ４億８０百万円（対前年度 ２，０７７．１ポイント減、▲３７百万円）

土地の売却収入の増により、資金不足額と比率が減

・ 田辺市 ２１０．６％・ １億６０百万円（対前年度 １１２．１ポイント減、▲７２百万円）

土地の売却収入の増及び建設工事の減により、資金不足額と比率が減

・ 和歌山市 １５０．５％・ ５３億５２百万円（対前年度 ２，１２３．６ポイント減、

▲２３億８５百万円）
土地売却収入の大幅増により、資金不足額と比率が大幅減

《駐車場事業》
・ 和歌山市 ３０１．１％ ・ ９億４１百万円（対前年度 ７２．１ポイント増、２億２３百万円）

料金収入の減と起債の償還額が多額のため、資金不足額と比率が増

主な事業の状況（資金不足比率・資金不足額）
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平成２０年度地方公営企業の決算の概況＜３＞

・ １，５５７億４８百万円 対前年度▲３．１％・ ▲４９億２８百万円

・ 全国ベース ２０兆３，１４８億円 対前年度▲０．６％・ ▲１，１８８億円

・ 増減要因のうち、公的資金補償金免除繰上償還（６７億７１百万円）分を除いて比較すると、
対前年度▲２．１％、▲３２億２７百万円（全国ベースでは、▲０．５％、▲９６０億円）。

・ しかし、この減少も、昨年度の特殊要因であった、宅地造成事業での満期一括償還地方債の借換

のための償還を除けば、工業用水道事業と病院事業の建設投資額の増により決算規模はプラス。

決算規模 地方債償還額の影響により、▲３．１％の減地方債償還額の影響により、▲３．１％の減地方債償還額の影響により、▲３．１％の減地方債償還額の影響により、▲３．１％の減

※決算規模の算出 法適用企業：総費用（税込み）－減価償却費＋資本的支出
法非適用企業：総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

地方公営企業の決算規模の状況

その他事業
225億95百万円

14.5%

下水道事業
489億83百万円

31.5%

病院事業
511億19百万円

32.8%

水道（含簡水）事業
330億51百万円

21.2%

決算規模
1,557億48百万円

（100.0％）

　事業別決算規模 （単位：百万円、％）

平　成 平　成 （Ａ）の 全国 対前年度 対前年度 対前年度 ２０年度のうち ２０年度補償金 19年度のうち 19年度補償金 対前年度 対前年度

２０年度 １９年度 構成比 構成比 増減 増減率 全国増減率 補償金免除 免除繰上償還除く 補償金免除 免除繰上償還除く 増減 増減率

（Ａ） （Ｂ） （％） （％） （Ａ）－（Ｂ） （％） （％） 繰上償還額 （Ａ）’ 繰上償還額 （B）’ （Ａ）’－（B）’ （％）

上水道 28,579 32,086 18.3 ▲ 3,506 ▲ 10.9 1,267     27,312    2,924     29,162    ▲ 1,850 ▲ 6.3

簡易水道 4,472 4,961 2.9 ▲ 489 ▲ 9.9 264       4,207     137       4,824     ▲ 616 ▲ 12.8

工業用水道 4,101 2,887 2.6 1.4 1,213 42.0 13.6 45         4,056     46         2,842     1,215 42.7

病院 51,119 49,957 32.8 22.8 1,162 2.3 ▲ 2.3 51,119    1,125     48,832    2,287 4.7

下水道 48,983 48,403 31.5 33.5 580 1.2 ▲ 2.4 5,195     43,788    4,241     44,162    ▲ 374 ▲ 0.8

宅地造成 10,865 14,888 7.0 ▲ 4,023 ▲ 27.0 10,865    14,888    ▲ 4,023 ▲ 27.0

観光施設 950 1,158 0.6 ▲ 208 ▲ 18.0 950       1,158     ▲ 208 ▲ 18.0

港湾整備 16 22 0.0 ▲ 7 ▲ 29.9 16         22         ▲ 7 ▲ 29.9

市場 705 571 0.5 19.6 134 23.4 7.0 705       571        134 23.4

と畜場 254 211 0.2 ※上記以外全て 44 20.8 ※上記以外全て 254       211        44 20.8

駐車場整備 1,934 1,730 1.2 205 11.8 1,934     1,730     205 11.8

介護サービス 3,770 3,802 2.4 ▲ 32 ▲ 0.8 3,770     3,802     ▲ 32 ▲ 0.8

合　　　計 155,748 160,676 100.0 100.0 ▲ 4,928 ▲ 3.1 ▲ 0.6 6,771 148,977 8,473 152,204  ▲ 3,227 ▲ 2.1

22.7 ▲ 2.8
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平成２０年度地方公営企業の決算の概況＜４＞

・ ２４８億８９百万円 対前年度▲ １７．８％・ ▲５３億８０百万円

・ 全国ベース ３兆９，４２５億円 対前年度 ▲０．５％・ ▲１９９億円

・ 増減要因のうち、公的資金補償金免除繰上償還に係る借換債（５８億３１百万円）を除いて比較する
と、対前年度▲１８．９％、▲４４億３１百万円（全国ベースでは、▲０．１％、▲２８億円）。

・ しかし、この減少も、昨年度発行した一部宅地造成事業での満期一括償還地方債の借換債（５０億
３４百万円）を除けば、工業用水道事業と病院事業の建設投資額の増により、発行額はプラス。

企業債（発行額） 大口借換債分の減少大口借換債分の減少大口借換債分の減少大口借換債分の減少により、により、により、により、▲１７▲１７▲１７▲１７．．．．８８８８％の大幅％の大幅％の大幅％の大幅減減減減

企業債発行額の状況

水道（含簡水）事業

54億37百万円

21.8%

その他事業

59百万円

0.2%

病院事業

14億4百万円

5.6%

工業用水道事業

14億62百万円

5.9%

下水道事業

165億27百万円

66.4%

企業債発行額
248億89百万円

（100.0％）

企業債発行額の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

年度

百万円 その他
下水道
病院
工業用水道
水道（含簡易水道）

その他 5,203 9,247 1,976 5,090 59

下水道 10,710 12,261 12,911 11,824 11,349

病院 11,544 2,392 1,614 357 1,404

工業用水道 1,247 687 150 474 1,417

水道（含簡易水道） 6,528 6,936 6,944 5,744 4,829

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
Ｈ１９

（借換除く）
Ｈ２０

（借換除く）

平　成 平　成  (Ａ)の 対前年度 対前年度 全国 ２０年度のうち 左の借換債除く 19年度のうち 左の借換債除く 対前年度 対前年度

２０年度 １９年度 構成比 増減 増減率 増減率 補償金免除繰上償還 20年度発行額 補償金免除繰上償還 １９年度発行額 増減 増減率

（Ａ） （B） （％） (A)-(B) （％） （％） に係る借換債 （Ａ’） に係る借換債 （B’） (A’)-(B’) （％）

5,437 7,177 21.8 ▲ 1,740 ▲ 24.2 ▲ 1.2 608 4,829 1,433 5,744 ▲ 915 ▲ 15.9
1,462 474 5.9 988 208.2 64.6 45 1,417 474 943 198.8
1,404 1,475 5.6 ▲ 71 ▲ 4.8 3.2 1,404 1,118 357 1,047 293.7

16,527 16,053 66.4 474 3.0 ▲ 3.4 5,178 11,349 4,229 11,824 ▲ 475 ▲ 4.0
59 5,090 0.2 ▲ 5,031 ▲ 98.8 6.3 59 5,090 ▲ 5,031 ▲ 98.8

24,889 30,268 100.0 ▲ 5,380 ▲ 17.8 ▲ 0.5 5,831 19,057 6,779 23,489 ▲ 4,431 ▲ 18.9

（単位：百万円、％）

合 計

水 道 （ 含 簡 易 水 道 ） 事 業

工 業 用 水 道 事 業

病 院 事 業

下 水 道 事 業

企業債発行額

そ の 他 事 業
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平成２０年度地方公営企業の決算の概況＜５＞

・ ３，７３８億４２百万円 対前年度▲０．４％・ ▲１５億１８百万円

・ 全国ベース ５６兆５，５２９億円 対前年度▲２．４％・▲１兆３，７５５億円

・ 全国ベースでは、減少傾向が顕著であるが、本県の減少幅が少ない要因は、下水道事業に係る

建設改良費が、高額を保ったまま推移しているためと考えられます。

・ 現在高を事業別にみると下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院事業の順となっています。

企業債（現在高） Ｈ１８年度をピークにＨ１８年度をピークにＨ１８年度をピークにＨ１８年度をピークに▲０．４％のわずかながら、▲０．４％のわずかながら、▲０．４％のわずかながら、▲０．４％のわずかながら、減少傾向減少傾向減少傾向減少傾向

企業債現在高の状況

その他事業
357億54百万円

9.6%

病院事業
499億27百万円

13.4%

水道（含簡水）事業

1,029億40百万円

27.5%

下水道事業
1,852億21百万円

49.5%

企業債現在高

3,738億42百万円

（100.0％）

企業債現在高の推移

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

年度

百万円

その他

下水道

病院

水道（含簡易水道）

その他 43,298 41,705 39,547 37,287 35,754

下水道 165,657 170,965 176,685 181,458 185,221

病院 58,331 58,422 56,468 52,990 49,927

水道（含簡易水道） 99,874 102,319 104,297 103,625 102,940

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ H20

（単位：百万円、％）

平　成 平　成  (Ａ)の 対前年度 対前年度 全国

２０年度 １９年度 構成比 増減 増減率 増減率

（Ａ） （B） （％） (A)-(B) （％） （％）

102,940 103,625 27.5 ▲ 685 ▲ 0.7 ▲ 4.0
49,927 52,990 13.4 ▲ 3,063 ▲ 5.8 ▲ 0.3

185,221 181,458 49.5 3,763 2.1 ▲ 1.4

35,754 37,287 9.6 ▲ 1,533 ▲ 4.1 ▲ 4.5

373,842 375,360 100.0 ▲ 1,518 ▲ 0.4 ▲ 2.4合 計

水 道 （ 含 簡 易 水 道 ）

病 院

下 水 道

企業債現在高

そ の 他
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平成２０年度地方公営企業の決算の概況＜６＞

・ 繰入金総額 ２２２億３７百万円 対前年度 ８．７％・ １７億８６百万円
・ 全国ベース ３兆４，２４９億円 対前年度 ２．５％・ ８１９億円

・ 基準内繰入 １４７億９０百万円 対前年度 ５．５％・ ７億６９百万円
基準外繰入 ７４億４７百万円 対前年度 １５．８％・ １０億１７百万円

・ 他会計繰入金を事業別にみると下水道事業が最も多く、次いで病院事業、水道事業の順となって
います。

他会計繰入金 基準外繰入で、１基準外繰入で、１基準外繰入で、１基準外繰入で、１５５５５．．．．８８８８％の大幅増％の大幅増％の大幅増％の大幅増

繰入金の事業別の状況

下水道事業

109億85百万円

49.4%

病院事業,

77億13百万円

 34.7%

上水道・簡易水道事業,

18億41百万円

8.3%

その他事業,

 16億98百万円

7.6%

繰入金総額
222億37百万円

（100.0％）

他会計繰入金の状況 （単位：百万円、％）

対前年度 対前年度 全国

基準内 基準外 繰入金計 構成比 基準内 基準外 繰入金計 増減 増減率 増減率

繰入 繰入 （Ａ） 繰入 繰入 （Ｂ） (Ａ)-(Ｂ) （％） （％）

上　水　道 662 173 835 3.8% 595 355 950 ▲ 115 ▲ 12.1
簡易水道 485 521 1,006 4.5% 487 572 1,059 ▲ 53 ▲ 5.0
工業用水道 0 0 0 0.0% 0 0 0 ▲ 0 ▲ 51.2 18.6
病　　院 5,622 2,091 7,713 34.7% 5,363 1,201 6,563 1,150 17.5 7.9
下水道 7,876 3,109 10,985 49.4% 7,476 3,235 10,711 274 2.6 ▲ 2.4
観光施設 0 78 78 0.3% 0 102 102 ▲ 24 ▲ 23.6
港湾整備 0 0 0 0.0% 0 6 6 ▲ 6 ▲ 100.0
市　　場 144 20 163 0.7% 100 20 120 43 35.8 16.6
と 畜 場 0 223 223 1.0% 0 5 5 218 4,043.1 ※上記以外全て

宅地造成 0 971 971 4.4% 0 700 700 271 38.7
駐車場整備 1 19 20 0.1% 1 19 20 0 2.0
介護サービス 0 242 242 1.1% 0 214 214 28 13.0

合　計 14,790 7,447 22,237 100% 14,021 6,430 20,451 1,786 8.7 2.5
※率計算は千円単位

▲ 1.2

平　成　２０　年　度 平　成　１９　年　度
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土 地 開 発 公 社 編
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《用語説明》

・土地開発公社
公有地の拡大の推進に関する法律に基づき設立される特別法人。地域の秩序ある整備をはかるため、必要な
公有地となるべき土地を地方公共団体等に代わって先行取得することを主たる任務としています。また、公社が
独自で行う事業として、土地造成事業（宅地造成、企業用地造成等）などもあります。

・土地開発公社経理基準要綱

土地開発公社は「土地開発公社経理基準要綱」に基づき経理処理を実施。直近では平成１７年１月２１日に改正

され、評価方法（時価評価）や利息算入に関して見直しが行われています。

・完成土地等
土地造成事業にかかる次の土地で、時価が取得原価より著しく（おおむね５０％）下落したときは、時価評価を行う
必要があります。
①販売可能な状態にある土地
②開発工事の着工予定時から概ね５年を経過しても開発用の土地等の買収が完了していない土地
③開発用の土地等の買収が完了した後概ね５年を経過しても開発工事に着手していない土地
④開発工事に着手後中断しその後概ね２年を経過している土地
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平成２０年度市町村土地開発公社決算の概況＜１＞

・ 当期純損失を計上した公社は８公社あり、債務超過となっている公社は紀の川市土地開発公社

１公社となりました。

・ 土地開発公社経理基準要綱に基づく完成土地等の評価替えを実施 した結果、平成１８年度末に

１９億６１百万円の債務超過となった紀の川市土地開発公社は、経営健全化への取り組みを進め

ており、平成２０年度末時点での債務超過額は１４億３３百万円にまで低減しています。

（対前年度▲３億４１百万円）

（紀の川市土地開発公社の経営健全化への取り組み）

・ 公社経営健全化計画に基づく保有土地の早期売却及び、市からの経営支援補助。

・ 平成２１年４月１日現在の県内の市町村土地開発公社数は１７となりました。（対前年度▲１）

土地開発公社数

Ｈ２０決算概要

・ 土地開発公社経理基準未実施団体（４団体）

御坊市、岩出市、かつらぎ町、串本町
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平成２０年度市町村土地開発公社決算の概況＜２＞

・ 保有土地については、減少傾向にありますが、５年以上の長期にわたる保有土地が大半を
占めている状況です。

《《《《平成平成平成平成２０２０２０２０年度末の土地保有の状況年度末の土地保有の状況年度末の土地保有の状況年度末の土地保有の状況》》》》

金額ベース ４５９億５０百万円 （対前年度 ▲ ６．６％、 ▲３２．３億円）
面積ベース ３４２ha                   （対前年度 ▲ １．２％、 ▲４ha）

《《《《長期保有土地の状況長期保有土地の状況長期保有土地の状況長期保有土地の状況》》》》 （５年以上保有）（５年以上保有）（５年以上保有）（５年以上保有）
金額ベース ４５０億１百万円 （保有土地全体に占める割合は ９７．９％）

面積ベース ３２５ha （保有土地全体に占める割合は ９５．０％）

保有土地の状況 保有土地の９５％以上が長期保有土地（５年以上）保有土地の９５％以上が長期保有土地（５年以上）保有土地の９５％以上が長期保有土地（５年以上）保有土地の９５％以上が長期保有土地（５年以上）

・ 債務保証額 ３６８億１百万円 （対前年度 ▲ ８．２％、 ▲３３億円）

・ 公社の金融機関からの借入に対する市町村の債務保証額は減少傾向にありますが、依然
として多額である市町村があります。

《《《《債務保証額が多額である団体債務保証額が多額である団体債務保証額が多額である団体債務保証額が多額である団体》》》》（標準財政規模の２５％以上の団体）（標準財政規模の２５％以上の団体）（標準財政規模の２５％以上の団体）（標準財政規模の２５％以上の団体）
・ 新宮市 ５０．１％ （債務保証額：４３億１４百万円 ／標準財政規模：８６億８百万円）
・ 海南市 ４３．６％ （債務保証額：５９億６７百万円 ／標準財政規模：１３６億９８百万円）
・ 九度山町 ３９．９％ （債務保証額：８億円 ／標準財政規模：２０億４百万円）

・ かつらぎ町 ２５．０％ （債務保証額：１３億８７百万円 ／ 標準財政規模：５５億４２百万円）

債務保証額 ４団体において標準財政規模の２５％を超える債務保証４団体において標準財政規模の２５％を超える債務保証４団体において標準財政規模の２５％を超える債務保証４団体において標準財政規模の２５％を超える債務保証
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第 三 セ ク タ ー 編
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《用語説明》

・ 「第三セクター」とは

地方公共団体が出資または出えんを行っている一般社団法人及び一般財団法
人（公益社団法人及び公益財団法人を含む。）並びに会社法法人。

・ 「第三セクター等」とは
①第三セクター
②地方公社（県内市町村の場合は土地開発公社のみ）
③地方公共団体が損失補償等の財政援助を行っている法人
④地方公共団体がその経営に実質的に主導的な立場を確保していると認められ

る法人

※ 今回の公表については、上記第三セクターのうち、県内市町村の出資割合が２５

％以上の会社法法人及び特例民法法人、４５法人を対象とする。（複数の地方公
共団体の出資割合の合計が２５％以上の法人を含む。）
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平成２０年度第三セクターの決算の概況

２２２２１１１１法人が経常損失（赤字）発生法人が経常損失（赤字）発生法人が経常損失（赤字）発生法人が経常損失（赤字）発生、２法人が債務超過、２法人が債務超過、２法人が債務超過、２法人が債務超過

《赤字法人数》

県内 ２１／４５法人 （４６．７％） 全国 ２，０６４／６，１５２法人 （３３．６％）

《赤字額の大きい法人》 ※ 下津リゾート開発については、H21．４に解散。

・ 下津リゾート開発 ▲５４億２７百万円 （対前年度 ▲６６００．０％、 ▲５３億４６百万円）

・ 湯浅町開発公社 ▲７４百万円 （対前年度 ▲１５５．２％、 ▲４５百万円）

・ 紀美野町ふるさと公社 ▲３５百万円 （対前年度 ▲２５０．０％、 ▲２５百万円）

《債務超過法人数》
県内 ２／４５法人 （４．４％） 全国 ３４６／６，１５２法人 （５．６％）

《債務超過法人》
・ 下津リゾート開発 ▲９１億３２百万円 （対前年度 １４６．５％、 ▲５４億２７百万円）
・ 龍神温泉元湯 ▲ １８百万円 （対前年度 ６３．６％、 ▲ ７百万円）

※ 全国平均については、⑲決算の数値

損失補償額損失補償額損失補償額損失補償額 ２２２２３３３３億億億億９９９９９９９９百万円百万円百万円百万円 （対前年度▲（対前年度▲（対前年度▲（対前年度▲１４．８１４．８１４．８１４．８％・▲％・▲％・▲％・▲４４４４億億億億１７１７１７１７百万円）百万円）百万円）百万円）

《市町村から損失補償を受けている法人》
湯浅町開発公社 損失補償額１４億７２百万円 （対前年度 ▲ ０．３ ％、▲５百万円）

白浜医療福祉財団 損失補償額 ８億９７百万円 （対前年度 ▲ ３１．５％、▲４億１２百万円）

白浜観光自動車道 損失補償額 ３０百万円 （対前年度 ０．０％、０百万円）
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